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概要概要
○過去の震災から学ぶ（首都圏を中心として）：

過去の震災からの教訓 歴史地震 1923年関東大震災 1995年・過去の震災からの教訓：歴史地震、1923年関東大震災、1995年
阪神・淡路大震災、2011年東日本大震災、など

○想定される地震と被害想定：○想定される地震と被害想定：

・首都直下地震：３０年７０％の発生確率、様々なシナリオ

地震被害想定 東京都の地震被害想定（２０１１）・地震被害想定：東京都の地震被害想定（２０１１）、

南海トラフ巨大地震による被害想定（2012）、など

○地域特性と連携による様々な対策○地域特性と連携による様々な対策：

・過酷事象への対応：地震・水害など

逃げ 対策と逃げ 対策 自助 共助 助 最 想定地震と・逃げる対策と逃げない対策：自助・共助・公助、最悪想定地震と
可能性の高い地震への対応、震災対策は大は小を兼ねない

地域連携による震災対策例 木造密集市街地 新宿駅周辺地域・地域連携による震災対策例：木造密集市街地、新宿駅周辺地域
など

耐震規定：建物の安全とは？耐震規定：建物の安全とは？

• 「この建物は、最新の建築基準法で
建てられているので安全です」と言わ建てられているので安全です」と言わ
れました。

• 大地震時におけるこの建物の安全に
て あなた 考える最も近 イメ

①

ついて、あなたの考える最も近いイメ
ージは？

① 軽微な被害であり 震災後も使用① 軽微な被害であり、震災後も使用
可能

② かなり大きな被害を受け、修復をし ②②
ないと使用不可能

③ 大破してしまい、建て替えが必要
建築基準法は守るべき最低限の基準

②

→建築基準法は守るべき最低限の基準
（大地震で倒壊・崩壊しないこと）。

従って ③でもok 但し 実力は①～ ③従って、③でもok、但し、実力は①～
③まで様々。
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③

鉄筋コンクリート造建築物地震被害度判定基準

主な被害地震と活断層

糸魚川-静岡構造線糸魚川 静岡構造線

宮城県沖地震

仮想東海地震

南関東地震

東南海 震

神縄・国府津
－松田断層帯

東南海地震南海地震

プレート境界の巨大地震 陸プレート内の活断層

富士川河口断層帯

日本周辺の被害地震（｢日本の地震活動｣より）



首都圏における歴史地震

活断層（立川断層帯など）

首都圏直下地震（今後首都圏直下地震（今後
３０年間で７０％の確率？）

関東地方の地震活動

：｢日本の地震活動｣より： 日本の地震活動｣より

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/eqchrfrm.htm

南関東地震（関東大震災など）

5東海地震（いつ起こってもおかしくない？）
→単独ではなく。東南海地震と同時発生！

日本周辺のプレートテクトニクス
と首都直下で起きる様々な地震と首都直下で起きる様々な地震

10 km程度ことが判明？
活断層（立川断層など）

0 程度 とが判明？

プレート境界型地震

首都圏直下のプレート構造
考慮す き 震 般論

（関東・東海地震、首都圏直下地震など）

日本周辺のプレ ト構造

首都直下地震の被害想定（内閣府・中央防災会議）

と考慮すべき地震（一般論）日本周辺のプレート構造

堆積盆地構造
（洪積地盤）

・プレートテクトニクス
による東西圧縮による東西圧縮

→ 南北：逆断層
北東-南西、北西-南東

：横ずれ断層横ずれ断層
・全国の平野・盆地

六甲・淡路断層帯
有馬・高槻断層帯

上町・生駒
断層帯

養老・桑名
断層帯

第四紀以降の沈降・隆起

有馬 高槻断層帯 断層帯 断層帯

地質学・地盤工学：関東平野
沖積地盤（浅く柔らかい地盤）

奥東京湾奥東京湾

縄文海進（約5000年前）

｢沖積平野｣より ｢地盤の科学｣より

縄文海進（約5000年前）



江戸時代の埋め立て地盤江戸時代 盤

｢古地図が教える地震危険地帯｣より

宅地造成地と地震被害
被（2003年新潟県中越地震の被災例）

切土

盛土
軟弱地盤良質な地盤 軟弱地盤良質な地盤

良質な地盤
盛土

良

歴史地震における都心部の震度分布

1855年安政江戸地震

ミツカン水の文化センター http://www.mizu.gr.jp/fudoki/people/047_tsuji.html 

1703年元禄関東地震
（海溝型巨大地震：Ｍ8.1）

1855年安政江戸地震
（首都直下地震：Ｍ7.0）

1855年安政江戸地震の震度分布（中央防災
会議：災害教訓の継承に関する専門調査会報告書）

1460年ごろ（室町時代）の東京の地形
と、1703年元禄関東地震の震度分布

過去の地震被害に学ぶ：地震工学
年明治東京地震（ ）1894年明治東京地震（M7）

レンガ建築や煙突（組石建築）の被害



1891年濃尾地震
（M8活断層地震）

組 建築（ ガ造など）を禁止

尾張紡績会社其一 名古屋郵便局其一

組石建築（レンガ造など）を禁止へ！

尾張紡績会社其 名古屋郵便局其

http://research.kahaku.go.jp/rikou/namazu/index.html

1923年関東大震災の震源断層と被害

東京下町：延焼火災

建物倒壊(阿房)土石流による被害
(根府川駅付近)

木造家屋の全壊率

津波による被害(伊東)
震源域：地震動・津波・

土石流による被害

図：武村雅之：関東大震災(鹿島出版会 2003)より写真：国立科学博物館資料室

土石流による被害

関東大震
災の震度災の震度

分布分布

1923年関東大震災における
震度分布（鹿島建設小堀研）

高橋ほか
（図集 日本都市史, 1993）

1923年関東大震災
東京市の大火災：震災対策の原点

地震発生：1923年9月１日正午

東京市の大火災：震災対策の原点

東京市：死者数 ７１,６１５名（全体約10万）

圧死者数 ３ ６６８名（５％） 被服廠跡圧死者数 ３,６６８名（５％）

焼死者数 ５６,７７４名（７８％）

水死者数 １１ ２３３名（１６％）

被服廠跡
（現横網町公園）
：死者数 ３万８千

水死者数 １１,２３３名（１６％）

→ 95％の死者は火災による

（ただし、大規模延焼火災発生は
震災発生から４～５時間後）

・耐震・耐火対策（市街地建築物法の改正、1924）
・初期消火と避難→空地・広域避難場所の整備
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初期消火と避難→空地 広域避難場所の整備
→消火・避難訓練（”逃げる対策・訓練”）

・なぜ当時の人は"逃げた"？ 約９割は借家住まい！



1923年関東地震の長周期地震動1923年関東地震の長周期地震動

• 1923年関東地震の本郷の今村式・ユーイング

式変位計による記録（振り切れているものの長
周期地震動を記録）周期地震動を記録）

→ 真島（柔構造）ｘ佐野・武藤（剛構造）の剛柔論争

浅草１２階の倒壊1923年関東地震による東京市・本郷における変位記録（横田ほか）

関東大震災以降の
主な日本の地震被害

1964年新潟地震（液状化）1948年福井地震（直下型地震） 1964年新潟地震（液状化）1948年福井地震（直下型地震）

1950年建築基準法施行
横浜市：※「液状化マップと対策工法」（ぎょう
せい）より抜粋1950年建築基準法施行

震度７を追加
せい）より抜粋
（http://www.city.yokohama.jp/me/anzen/kikik
anri/ekijouka_map/q&a.html）

関東大震災以降の
主な日本の地震被害

 

1968年十勝沖地震（RC造被害） 1978年宮城県沖地震（ピロティ 被害）1968年十勝沖地震（RC造被害） 1978年宮城県沖地震（ピロティ-被害）

1971年建築基準法改定 1981年建築基準法改定97 年建築基準法改定 年建築基準法改定

鹿島建設：「地震による教訓」（http://www.kajima.co.jp/tech/seismic/higai/030604.html）

1995年阪神・淡路大震災（活断層による都市直下地震）

1995年1月17日 5時46分

阪神・淡路大震災（M7.3）

死者：6 434名 負傷者： 43 792名

活断層地震，震度７

死者：6,434名 負傷者： 43,792名

直接死 5,520名

約8割：建物倒壊による圧死

約1割：家具類等の転倒による圧死

約1割：焼死

関連死 914名

震災の帯に被害が集中

関連死 914名

仮設住宅孤独死者数：233名

災害復興住宅孤独死者数：396名

約20秒の揺れ
被害 医療

震災の帯 被害が集中災害復興住宅孤独死者数 396名

20同時多発火災（２８５件） 建物被害：５１２,８８２棟 多くの病院も被災



死者の主な要因は建物倒壊と
什器類の転倒：自助が最重要

被害は古い弱い建物に集中 家具の転倒防止対策など
21(阪神大震災全記録、毎日ムックより）

被害は古い弱い建物に集中 家具の転倒防止対策など
転倒防止

地域連携（共助）の重要性を確認

救助した人の内訳

・大規模震災→同時多発災害→公助＜共助＜自助
・避難対策・逃げる訓練→立ち向かう対策・発災対応型訓練
地域特性に応じた対策（木造密集地 高層ビ 街 ）・地域特性に応じた対策（木造密集地・高層ビル街・・）

・地域・企業の防災リーダーの育成（防災管理者など）

堆積盆地における長周期地震動

• 2003年十勝沖地震

勇払平野
（苫小牧）

震源

（苫小牧）

速度応答スペクトル（ h=1%, ７秒
EW成分：畑山・座間, 2004）

http://www.fri.go.jp/bosai/tokachi_lpgm.html

苫小牧の石油タンクの被害

長周期地震動
高層建築 被害高層建築の被害

• 遠地地震による超高層ビ
ルの船酔い現象ルの船酔い現象

• 1983年日本海中部地震、
1984年長野県西部地震1984年長野県西部地震、
2003年新潟県中越地震

による超高層ビ 管制による超高層ビル管制
ケーブル切断事故

• 高層ビル難民対策

年鳥取県西部地震による2000年鳥取県西部地震による
船酔い現象（Aera, 2000/11/13）



２０１１年東日本大震災
震度分布と被害概要

消防庁（第148報）
（2013/9/9）

震度分布と被害概要
震度分布
震度７：宮城県栗原
震度６強～震度６弱

宮城県・福島県・
茨城県・栃木県ほか

東京：震度５強・５弱

人的被害
死者: 18,703

(約9割は溺死)(約 割は溺死)
行方不明 : 2,674
負傷: 6,220

重傷：698、軽傷：5,325
避難者：61,355

建物被害
全壊: 126 574全壊: 126,574
半壊: 272,302
一部破損: 759,831
火災：330

地震調査研究推進本部資料より「東日本大震災での震度分布

（2011年4月12日更新）

火災：330
経済被害
20兆円程度（直接被害）

2011年東北地方太平洋沖地震前における
地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）

東北地方太平洋沖における長期評価
（固有地震モデル）
（固有地震モデル）

1
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3

4

5

6

77

8

地震調査研究推進本部：三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について、2009.3

東北地方太平洋沖地震（M9.0）

既存の距離減衰式との比較（Si 2011）

強震記録と断層震源モデル（防災科研）
→ 非常に長い継続時間（３分以上）

既存の距離減衰式との比較（Si, 2011）
→ M9地震よりM8地震に対応
→ 気象庁Ｍでも明らか（Mj7.9～8.4）

巨大断層運動と地盤沈下・巨大津波の発生

三陸沖？

アウターアウター
ライズ？

千葉沖？ 低角逆断層の断層すべり

東日本激災復興新聞
htt // i iY hid モデル（2011）

千葉沖？ 低角逆断層の断層すべり
と地殻変動

の関係（イメージ図）

http://www.saigai-
fukkou.jcpress.co.jp/wp01/
archives/4786

Yoshidaモデル（2011）:
周期20秒以上

海溝軸近くで約50mのすべり



釜石の奇跡と
津波避難３原則津波避難３原則

（群馬大・片田教授）

• 釜石の奇跡：岩手県釜石市にて「避難３
原則」を実践。東日本大震災では、想定
外の津波に対して市内の小中学１４校の外の津波に対して市内の小中学１４校の
生徒約３０００人が避難。生存率は９９・
８％に達した。

• 避難３原則

１．想定にとらわれるな：過去の１事例に過
ぎないハザードマップにとらわれず、自
分で判断せよ

２．最善を尽くせ：「ここまで来ればもう大丈
夫だろう」ではなく、そのときできる最善
の対応行動をとること。

３ 率先避難者たれ 勇気を持 て 番はじ３．率先避難者たれ：勇気を持って一番はじ
めに逃げる。そうすれば群衆心理でみん
ながついてくる。はじめに逃げるというこ
とが、多くの人の命を救うことになるとが、多くの人の命を救うことになる

→一般化すると、率先リーダーたれ！

（正確な情報・知見・判断・・）

Wedge Report
http://wedge.ismedia.jp/articles/-/1312?page=1

東日本大震災における首都圏での様々な被害
東京の震度５であったが 首都機能は麻痺・・東京の震度５であったが、首都機能は麻痺・・

液状化（浦安市） 天井落下（川崎市音楽ホール）

30長周期地震動と超高層建築（工学院大２４階） 帰宅困難者と大渋滞（新宿駅南口）

大阪府咲洲庁舎（５５階）の揺れと被害
• 建物の固有周期と地盤の卓越周期が一致（約７秒で共振）
• スプリンクラー破損による漏水、階段壁面のパネル落下、100 カ

所以上のひび割れ エレベ タによる閉じ込めなど多数の被害所以上のひび割れ、エレベータによる閉じ込めなど多数の被害
• 震災直後、上層階の被害を防災センターで全く理解できなかった

1F SW-NE (max 9.1 cm)

1F NW-SE (max 7.8 cm)( )

52F SW-NE (max 137 1 cm)52F SW-NE (max 137.1 cm)

52F NW SE ( 83 7 c )

小山（２０１１）：第３９回地盤震動シンポジウム資料（2011/11/15（火））

52F NW-SE (max 83.7 cm)

工学院大学・新宿校舎
建物名称 大学棟（工学院大学高層棟）

大学棟
オフィス棟建物名称 大学棟（工学院大学高層棟）

建築場所 東京都新宿区西新宿
竣工念 1989年

基準階面積 1170㎡

オフィス棟

階数 地上29階、地下6階、塔屋１階
アスペクト比 NS：5.59、EW：3.73

地上：鉄骨造（ブレース付ラーメン架構）
地下1～2階：鉄骨鉄筋コンクリート造構造種別
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新宿校舎の揺れ方（固有モード）と固有周期
（周期：１往復にかかる時間、固有モード：建物固有に持つ最も揺れやすい振動形状（周期：１往復にかかる時間、固有モ ド：建物固有に持つ最も揺れやすい振動形状

固有周期：固有モードに対応する周期
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NS並進1次モード
約３秒

EW並進2次モード
約１秒

NS並進2次モード
約１秒

EW並進1次モード
約３秒

工学院大学新宿キャンパスでの揺れについて
(最大加速度 最大速度 最大変位 計測震度)(最大加速度、最大速度、最大変位、計測震度)
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鉄骨造・高層の建物断面
構造部材（柱・はり）と非構造部材構造部材（柱・はり）と非構造部材
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版棚

床スラブ

２０１１年東日本大震災
工学院大学 新宿校舎の被害（高層階）工学院大学・新宿校舎の被害（高層階）

28F (天井パネルの落下)  25F (コピー機の移動、室内の散乱)

24F(固定していないかった本棚の転倒、間仕切り壁の大変形)  21F (天井パネルの落下)



２０１１年東日本大震災
工学院大学・新宿校舎の被害（中・低層階）工学院大学・新宿校舎の被害（中・低層階）

14F (天井パネルの落下)  12F (事務室階：コピー機移動、室内散乱など)

2F (図書館：蔵書の散乱)  1F (アトリウム：EPJパネルの被害)  エレベータケーブルの絡まり
(本学の写真ではありません) 

ー工学院大学校舎内や周辺地域の様子ー

帰宅困難者の受入（外部者の総数約700名） 非常食・水の配布（４階）1

38新宿駅西口の様子（滞留者） 主要街道の渋滞（青梅街道）

逃げない対策：東京都帰宅困難者対策条例（2013年３月施行）
→ 首都圏で515万人（幹線道路麻痺・大群衆が危険因子に）→ 首都圏で515万人（幹線道路麻痺・大群衆が危険因子に）

○ 一斉帰宅の抑制

• 都民の取組 むやみに移動しない、

家族との連絡手段を複数確保するなど事前準備（１７１、携帯伝言・・・）

事業者の取組 従業員の 斉帰宅の抑制• 事業者の取組 従業員の一斉帰宅の抑制

施設の安全確保、３日分の水・食糧など、従業員との連絡手段の確保な
ど事前準備、駅などにおける利用者の保護、生徒・児童等の安全確保事前準備、駅な おける利用者 保護、 徒 児童等 安 確保

○ 安否確認と情報提供のための体制整備

○ 一時滞在施設の確保（国や自治体、民間施設）

○ 状況安定後の帰宅支援（帰宅支援ステーション、代替輸送手段など）

→ 住宅・マンションも同様に、避難民にならない・自宅に留まる対策を

最大340万人(含:ライフライン停止)。本来、避難所は家を失った人へ！

→ 大震災時に家族との連絡は困難、家庭･職場･学校で万全な対策を

耐震性能の向上 家具類の落下・転倒防止 最低３日分の備蓄 普段か

39

耐震性能の向上、家具類の落下・転倒防止、最低３日分の備蓄、普段か
ら地域での共助体制、171などに加えて被害外への共通の連絡先など

地震ハザードと被害想定
首都直下地震：３０年７０％の発生確率とは？首都直下地震：３０年７０％の発生確率とは？

首都直下地震の被害想定
1855年安政江戸地震以降、119年間でM7

近 震が首都 生
40

首都直下地震の被害想定
（内閣府・中央防災会議）

に近い地震が首都圏で５回発生
（関東地震の余震を除く）



首都直下地震：３０年７０％の発生確率とは？

119年間で５回発生確率を定常ポアソン過程に当てはめると119年間で５回発生確率を定常ポアソン過程に当てはめると・・

72 %
69 %
61 %

天気予報で例えると、過去４ヶ月（119日間）で５回台風が上陸。
従って、今後１ヶ月（30日間）で台風が上陸する可能性は70％・・
→ 台風が来ることと対策が必要性には意味はあるが、数字には意味が無い。

過去119年間に起こった首都直下地震とは？
実際は中小規模の被害→発生確率はこの方が高い実際は中小規模の被害 発生確率はこの方が高い

 

全てフィリピン海プレート内な
いし 太平洋プレ ト境界で起いし、太平洋プレート境界で起
きた、やや深い地震！

東京都の新たな被害想定（２０１１）
～首都直下地震等による東京の被害想定～首都直下地震等による東京の被害想定

35km

40 ㎞ 
 

35km

40km 東京湾北部地震（M7.3）多摩直下地震（M7.3）

30km 

35km

30km 

35km 

20km

25km 

20km

25km 

20km20km 

36.0 36.0 

 
→無数あるシナリオのうち、大きな被害を生じる４つの地震を対象

35.6 35.6 

35.2 35.2 

立川断層帯地震（M7.4）
（強震動：深さ2 km -18 km）

139.0 139.5 140.0 140.5

34.8 

139.0 139.5 140.0 140.5

34.8 

（強震動：深さ2 km 18 km）

元禄型関東地震(M8.2)

被害概要（冬の夕方18時・風速８ｍ/秒）

 【首都直下地震】 【海溝型地震】 【活断層で発生する地震】

東京湾北部地震 （Ｍ７ ３） 多摩直下地震 （Ｍ７ ３） 元禄型関東地震 （Ｍ８ ２） 立川断層帯地震 （Ｍ７ ４）

前回（平成18年）
の最悪想定

東京湾北部地震　　（Ｍ７．３）  多摩直下地震　　（Ｍ７．３）  元禄型関東地震　　（Ｍ８．２）  立川断層帯地震　　（Ｍ７．４）

死者 約 9,700 人 約 4,700 人 約 5,900 人 約 2,600 人

揺れ 約 5,600 人 約 3,400 人 約 3,500 人 約 1,500 人原
因

約5,600
約2,900
約2 700火災 約 4,100 人 約 1,300 人 約 2,400 人 約 1,100 人

負傷者 約 147,600 人 約 101,100 人 約 108,300 人 約 31,700 人

（うち重傷者） (約 21,900) 人 (約 10,900) 人 (約 12,900) 人 (約 4,700) 人

人
的
被
害

因
別 約2,700

約159,000
（約24,000）

揺れ 約 129,900 人 約 96,500 人 約 98,500 人 約 27,800 人

火災 約 17,700 人 約 4,600 人 約 9,800 人 約 3,900 人

建物被害 約 304 300 棟 約 139 500 棟 約 184 600 棟 約 85 700 棟

原
因
別

約437 000建物被害 約 304,300 棟 約 139,500 棟 約 184,600 棟 約 85,700 棟

揺れ 約 116,200 棟 約 75,700 棟 約 76,500 棟 約 35,400 棟

火災 約 188,100 棟 約 63,800 棟 約 108,100 棟 約 50,300 棟

物
的
被
害

原
因
別

約437,000
約127,000
約310,000

約 339万 人 約 276万 人 約 320万 人 約 101万 人

約 517万 人帰宅困難者

避難者の発生（ピーク：１日後）

前回からの減少は、旧耐震建物の減少・最大風速を18 m/sか
約 517万 人帰宅困難者

ら 8 m/sなど。前回同様、被害は主に住宅地が対象で、高層

建築や鉄道被害など都心部型の被害は殆どが対象外。



東京湾北部地震（M7.3）による被害想定
 

5＜PL
0＜PL≦5 
PL＝0 

５＜PL：液状化危
険度がやや高い

PL<5：液状化危険PL<5：液状化危険
度が低い

液状化危険度液状化危険度

震度分布

 東京湾北部地震（M7.3）による被害想定

全壊棟数全壊棟数
一般に地盤が軟弱な下町地
域に被害が集中する傾向

焼失棟数
（冬18時 風速8m/s）環状７号線周辺地域で被害が集中

焼失棟数

首都直下地震と1855年安政江戸地震の震度分布

首都直下地震（東京湾北部地震、M7.3）
の推定震度例（2012東京都）の推定震度例（2012東京都）

どこでも震度６の可能性があることを意味
実際の地震でこのような分布にはならない 1855年安政江戸地震（M7）の震度分布

作成 中村 操 氏 http://www.bousai.go.jp/oshirase/h15/031222/2-3.pdf

新しい地震活動の長期評価
多様性ある地震（南海トラフ地震の場合）多様性ある地震（南海トラフ地震の場合）

 

最近の様々な議論：最近の様々な議論：
安政東海地震と昭和東南海地震は重ならない？

明和地震は銭洲断層地震（アウターライズ地震）？
現実にM9地震は存在した？

地震調査研究推進本部：南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）、2013.5

現実にM9地震は存在した？
→今後、長期評価は大きく変更される可能性あり平均年間隔 88.2年



南海トラフの最大級想定地震と被害想定（内閣府）

内閣府 南海トラフの巨大地震に関する津波高、浸水域、被害想定の公表について（2013）

南海トラフの最大級想定地震と被害想定

最悪シナリオ（冬 深夜 風速8 m/s）最悪シナリオ（冬・深夜・風速8 m/s）
死者数・約３２万人、負傷者・約62万人

死者内訳：建物倒壊（8.2万人）、
津波（23万人）、火災（約1万人）、など

要救護者（建物被害）：約31万人要救護者（建物被害）：約31万人
（津波）：約３万人

内閣府 南海トラフの巨大地震に関する津波高、浸水域、被害想定の公表について（2013）

最大級想定地震と歴史地震の津波

日本の地震活動
（地震調査研究推進本部）

内閣府 南海トラフの巨大地震に関する津波高、
浸水域、被害想定の公表について（2013） 下田の津波の様子

最大級想定地震と歴史地震の震度の比較

想定南海 巨大地震（ ） 年安政東海地震（ ） 震度分布想定南海トラフ巨大地震（M9.1）
の推定震度例（内閣府）

1854年安政東海地震（M8.4）の震度分布
日本の地震活動（地震調査研究推進本部）



最大級想定地震と歴史地震の震度の比較

時刻：8-9時
死者2 3千人

想定南海トラフ巨大地震（M9.1）
の推定震度例（2012年内閣府） 1854年安政東海地震（M8.4）の震度分布

（行谷・都司：歴史地震,2006）
死者2-3千人

→ 想定最大級地震（広大な震度６強以上と巨大津波）と、歴史地震による現実的な被害とは
大きな乖離がある。想定被害の程度により震災対応も大きく異なることに注意を要する（耐震

診断・補強をやめる、初期消火や救急医療・物資・人材など地域・広域連携を諦める。など）

震災対策：逃げるべき？ 留まるべきか？

東京都・新宿区・信濃町駅前の防災マップ

一時集合場所・避難場所・避難所とは？
東京都の場合（自治体で用語が異なる）東京都の場合（自治体で用語が異なる）

• 一時（いっとき）集合場所：避難場所へ避難する前に、近隣の避難者が
時的に集合して様子を見る場所 又は 避難者が避難のために 時一時的に集合して様子を見る場所、又は、避難者が避難のために一時

的に集団を形成する場所で、集合した方の安全が確保されるスペース
を有する学校のグランド、神社・仏閣の境内、空き地など。

→ 場所は住民自ら決定。地域の被災情報をまとめ、対応を決める場所へ

• 広域避難場所：地震などによる火災が延焼拡大して地域全体が危険に
な き 避難す 大規模な 大学などが指定なったときに避難する場所。大規模な公園や団地、大学などが指定。

→ ただの広場。津波・洪水・高潮・液状化などの安全性の検討も必要

避難所 地震等による家屋の倒壊 焼失などで被害を受けた方 又は• 避難所：地震等による家屋の倒壊、焼失などで被害を受けた方、又は
現に被害を受ける恐れのある方を一時的に受け入れ、保護するために
開設する学校、公民館等の建物。開設する学校、 民館等 建物。

• 二次避難所：自宅や避難所での生活が困難で、介護などのサービスを
必要とする方を一時的に受け入れ保護する施設（福祉避難所とも言う）

→ 避難所生活は悲惨。避難所に滞在しないための対策が重要

http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/knowledge/words.html

延焼火災時の避難区域と避難場所（旧：広域避難場所）

避難場所 び避難場所、及び
避難道路図
（平成25年度）

http://www.toshiseibi.

東京都都市整備局

metro.tokyo.jp/bosai/hi
nan/hinan01.htm



 

最大津波高央 最大津波高

津波高及び津波浸水被害（元禄型関東地震）
津 達 高

 

江戸川区最大津波高 
1.92m 

江東区最大津波高

2.40m 
中央区最大津波高 
2.39m 

港区最大津波高 
2.39m 

１時間弱で津波到達時間（30cm高）、
２時間以降に最大津波高

2 0

1 8

東京湾埋立地最大津波高 
2.13m 

品川区最大津波高 
2.52m 

1 6

1 8

大 区最大津波高

1 6

1 6大田区最大津波高 
2.26m 1 4

1 4

1 6

 

1 6

浸水想定図（水門開放の場合）浸水想定図（水門開放の場合）

→被害想定では人口統計データ上は、死者０．但し、堤防外の広域避難場所等での被害などは考慮無し

下町では：荒川水系による洪水ハザードマップ

足立区

北千住地域

1947年カスリーン台風での葛飾
区金町の市街地。関東地方の１区金町の市街地。関東地方の１
都５県で死者・行方不明が１９３
０人（共同ニュース：47 News）

・近年、治水事業で大規模水害は生じていない

→今では記憶が消え、住民・地域での対策は消滅？

万人規模 広域避難計画も存在しな・100万人規模の広域避難計画も存在しない

→米国では存在（それでもカトリーナで大きな被害）

・土木施設は１００年に一度の被害は耐えるよう設計

国土交通省関東地方整備局 http://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo_index038.html

木施設 年 度 被害 耐 る う設計

→ミレニアム被害は想定外、仮に起こると？？

東京都足立区の避難計画（北千住地域）

西荒井橋
千住新橋

荒川

尾竹橋

隅田川

堀切橋

尾竹橋

山手台地
（上野方面） 千住大橋

堀切橋

千住汐入大橋日光街道(国道４号) （上野方面）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/bosai/hinan/

千住大橋 千住汐入大橋日光街道(国道４号)

http://www.city.adachi.tokyo.jp/bosai/￥
火災時の避難（避難所：東京都） 洪水時の避難（都心部高台：足立区）

足立区液状化予測図（拡大）

2001年07月21日明石花火大会歩
道橋事故当時の様子（死者11名）道橋事故当時の様子（死者 名）

http://blogs.yahoo.co.jp/ya864u/30179553.html



名古屋市の大雨：市全域に避難準備情報
227万人 どこへ逃げるの？227万人、どこへ逃げるの？

• 1959年伊勢湾台風：高潮浸水などで犠牲者5,098人（うち、名古屋市
） 名古 市低地 カ も浸水地域あ1,909人）。名古屋市低地では１カ月以上も浸水地域あり

• 概要：東海３県は４日夕、局地的な豪雨。名古屋市は北区の一部で約６１
００人に避難勧告が、全域に避難準備情報が出た。鉄道などの交通網は００人に避難勧告が、全域に避難準備情報が出た。鉄道などの交通網は
大幅に乱れ、帰宅ラッシュを直撃した（朝日新聞デジタル）。

• 市は全域に避難準備情報を出したが、何をすればいいのか分からず、何
もしなかった市民が多かった（モーニングバード）もしなかった市民が多かった（モ ニングバ ド）。

→100万人単位の避難は市（区）では無理。中途半端な避難計画は大問題

ＪＲ名古屋駅前（４日午後６時１３分、朝日新聞） 名古屋市中区（４日午後４時３９分、毎日新聞）

東京湾の高潮被害想定（参考）

東京湾の埋立

国土交通省（ゼ メ ト 地帯 高潮対策検討会）

遠藤（地学雑誌、2004）

国土交通省（ゼロメートル地帯の高潮対策検討会）
→ハリケーン・カトリーナによるニューオリンズ市の被害

（破堤により市の80％水没、死者1200名、100万人避難） 62

様々な対策と課題１
まずは自助、続いて共助、そして公助への要望

大規模震災の直後では公的な助けは期待できない• 大規模震災の直後では公的な助けは期待できない

• 自分たちの家や職場、まちは自分たちで守る

• 自助：家庭・職場で被害を出さない・負傷しない・避難し
ない対策：建物の耐震性向上（建築基準法は最低限基
準、できれば耐震等級Ⅱ以上）、室内の安全確保、最
低３日以上の備蓄。トイレ・明かり・お金・・・）

• 共助：地域防災拠点の確保、自治会・自主防災組織と
の連携（防災訓練、祭り・清掃・防犯等の行事）

• あなたは自分のまちは好きですか？ → 「はい」、が災
害に強いまちの原点（地域のシンボル・拠点が必要）

• 公助：地域の総意として要望を出す（議員さんなども）

様々な対策と課題２
状況に応じた対応：災害対策は大は小を兼ねない

• 中小規模災害と最悪想定災害では対策が異なる• 中小規模災害と最悪想定災害では対策が異なる

○中小規模の災害（レベル１：確率は高く、緊急の対策が必要：
家・まちを守る）：殆どの建築・土木施設は耐えられる（想定内家・まちを守る）：殆どの建築・土木施設は耐えられる（想定内
）。小火・傷病者・閉じ込め・要援護者等、できるだけ逃げずに
被災に立ち向う。被害の集中地域は限定的、地域防災拠点被災に立ち向う。被害の集中地域は限定的、地域防災拠点
を核として地域や隣まち連携が有効

○大規模の災害・最悪想定の災害（レベル２：確率は極めて小さ○大規模の災害 最悪想定の災害（レベル２：確率は極めて小さ
く、長期的な対策：命だけは守る）：大被害を受ける建築・
土木施設あり。津波・洪水・延焼の危険地域では、速やかな木施設あり。津波 洪水 延焼 危険 域 、速 な
避難の必要あり。人口集中地域では逃げる危険性の判断も
必要（地域特性や状況による判断力が必要）。住民・事業者
の災害対応能力向上と、地域防災拠点とリーダーが必要



様々な対策と課題３
逃げる対策 × 逃げないための対策逃げる対策 × 逃げないための対策

• 津波危険地域や木造密集市街地（延焼火災）など、戦っても
勝てない相手が明確な場合は逃げる対策が必須

• 巨大都市などでは何が危険で、どこに逃げるか、は状況や地
域により大きく異なる 逃げる とにより延焼火災や大群衆に域により大きく異なる。逃げることにより延焼火災や大群衆に
巻き込まれる危険、悲惨な避難所生活なども認識すべき。

→ 東京都の地震被害想定 避難者数 約340万人 帰宅困難→ 東京都の地震被害想定：避難者数・約340万人、帰宅困難
者数・約520万人など）。

• 避難所・一時滞在施設：水・食料・スペースが不足 避難所は• 避難所・一時滞在施設：水・食料・スペ スが不足。避難所は
住む家を無くした・無くす可能性のある人のための場所であり
、その他の人は行くべきでない。要援護者も、民生委員など民
直ぐに助けに来れるとは限らないことを知り、在宅避難などの
対策が必要。

逃げな 留まる対策 必要性 自助（家庭 職場）と共助（• 逃げない・留まる対策の必要性：自助（家庭・職場）と共助（
地域の防災拠点を確保など）による多重防護で対応

建物の地震防災・耐震設計：耐震・免震

耐震構造
（耐震壁・筋交いなどで抵抗）

免震構造
（免震層で揺れを逃がす）

制振構造
（制振装置で揺れを吸収）

耐震補強の例
http://bousai.kke.co.jp/management

/2005/08/post_1.html

免震積層ゴムの例
http://www.jssi.or.jp/gaiyou/shoshin

/cutmodel.jpg

制震補強の例
http://www.jisf.or.jp/business/tec

h/build/photo/low.html

震災対策の事例（木造密集市街地）まち
歩きと地域点検マップ歩きと地域点検 ップ

文部科学省「大都市大震災軽減化特別プロジェクト（200２～2006）」

（東京都北区上十条５丁目）

従来型の防災訓練（関東大震災型の逃げる訓練）
北区上十条五丁目の防災訓練（2004年９月）北区上十条五丁目の防災訓練（2004年９月）

まずは避難所に避難訓練、初期消火や炊き出し、救援救護訓練など→有効だが、現実感なし



まちなか発災対応訓練の例（東京都北区上十条）
文部科学省「大都市大震災軽減化特別プロジェクト（200２～2006）」

・訓練開始直前：まちなか災害発生（看板を電柱設置）
・訓練開始：みんなで声を掛け合い 発災対応

文部科学省 大都市大震災軽減化特別プロジェクト（200２ 2006）」

・訓練開始：みんなで声を掛け合い、発災対応
・一時集合場所・避難所に集合：被災マップで対応検討

火災被害火災被害 →→ １０分以１０分以 建物被害建物被害 → → 建物の建物の 道路被害道路被害 → → 道路を道路を火災被害火災被害   １０分以１０分以
内に消火器・水入り内に消火器・水入り

バケツを集約バケツを集約

建物被害建物被害 建物の建物の
被害状況と要援護者被害状況と要援護者

の有無の確認の有無の確認

道路被害道路被害 道路を道路を
迂回する迂回する

ほか、負傷者対応など

まちなか発災対応訓練の例（東京都北区上十条）

消火器によ 初期消火被災看板 消火器による初期消火被災看板

70
70

スタンドパイプによる
初期消火

エンジンポンプによる
初期消火

まちなか発災対応訓練（情報収集・被災マップ作成）

2005年は22分で被災マップが完成（2004年は約40分）

自治体と地域住民の協働による
効率的な情報収集と災害対応力の向上効 災 応

危機管理対応情報共有技術による減災対策（科学振興調整費：2004～2006）



2006年豊橋市防災訓練の流れと概要
危機管理対応情報共有技術による減災対策（科学振興調整費：2004～2006）

実施日：2006年11月12日（日）
対象地域：豊橋市

豊橋市役所

危機管理対応情報共有技術による減災対策（科学振興調整費：2004～2006）

対象地域：豊橋市
住民参加：八町校区、栄校区
①地震発生と初動対応

八町校区避難所
住民：情報収集、消火・避難活動
市：災害対策本部・避難所設営
参加機関： 収集端末による情報収集

遠距離無線LAN

八町校区避難所

参加機関：・収集端末による情報収集
②情報伝達と集約

住民：被災マップ作成と伝達住民：被災マップ作成と伝達
市：情報の入力・伝達・集約（校区⇔市）
参加機関：各種シミュレーション開始

③シミュレーション結果の伝達・表示
参加機関：各種シミュレーション結果
市：情報伝達 表示（校区⇔市） 市対策本部市：情報伝達・表示（校区⇔市）
住民：避難勧告など情報伝達 栄校区避難所

市対策本部

まちなか発災対応訓練の例（豊橋市防災訓練）
住民：情報収集、消火・避難活動（飽海地区73名、山田地区153名）

初期消火訓練
（消火器・バケツ・消火栓）

被災マップ作成
（総代確認）

一般防災訓練
（消火器・救援・救護）

避難訓練（要援護者） 避難者名簿作成 校区防災拠点

被災マップ（飽海地区住民）

発見ミス発見ミス
一箇所

約３０分約３０分

でマップ
完成

情報収集・伝達 豊橋市役所

ICT収集端末による情報収集

八町校区避難所

長距離無線LAN

中遠距離被害情報収集システム

栄校区避難所現地被害情報収集システム



災害対策本部訓練
災害対策本 活動支援 （協力 豊橋市 消防 究災害対策本部活動支援システム（協力：豊橋市、消防研究センター、
東京大学関澤研究室、安全・安心マイプラン）

災害対策本部（仮） 被害情報表示システム 延焼予測（２時間後）

延焼予測（５時間後）被害推定システム 避難所開設状況

巨大都市・中心市街地における震災対策
建築 都市の減災と震災時機能継続に関する研究拠点の形成（UDM:2010 ）

・新宿駅周辺地域（具体例）

建築・都市の減災と震災時機能継続に関する研究拠点の形成（UDM:2010-）、
文部科学省「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト（2012-）」ほか

新宿駅周辺地域（具体例）
世界最大の乗降客（１日約340万人）

西口地域：高層オフィス街
東 地域 商業 娯楽地区東口地域：商業・娯楽地区

夜間人口２万、昼間人口30万
→首都直下地震（最悪条件）で死者約１万、首都直下地震（最悪条件）で死者約１万、

負傷者10数万名、重傷者数万名・・・
・災害対策：現状は地域防災計画とBCP

地域防災計画（避難所 備蓄 地域防災

新宿駅西口地域

地域防災計画（避難所・備蓄・地域防災
組織・医療救護所等の整備）→地域住
民（夜間人口）が主な対象民（夜間人口）が主な対象

事業者・建物→BCP/消防計画
・中心市街地の災害対応能力向上：
体系化（自助 共助 公助）と具体例体系化（自助・共助・公助）と具体例
（新宿駅周辺地域防災対策協議会など）

2011東日本大震災時帰宅困難
者による群衆（新宿駅東口）

78

工学院大学・新宿校舎における
発災対応型防災訓練（2007年）

屋上 ２９階

CPDｾ ﾀ ／会議室／校友会事務局

高　層　棟

発災対応型防災訓練（2007年） CPDｾﾝﾀｰ／会議室／校友会事務局 ２８階

共通課程事務室／研究室 （5名) ２７階

建築系研究室 (50名) ２６階

建築系事務室／研究室 (50名) ２５階

建築系研究室／電気系研究室 (32名) ２４階

●

●
学科系列事務室

・高層階（１４階以上）で発災対応訓練の実施 建築系研究室／電気系研究室 (32名) ２４階

● 電気系事務室／研究室 (20名) ２３階

電気系研究室 (30名) ２２階

大学院生室／会議室　（AED） (20名) ２１階

化学系実験室／会議室 (10名) ２０階

・各階で小火・怪我人・閉じ込めなどが発生
・教職員・学生全員参加で緊急対応
・学科事務室で情報集約、災対本部に連絡

後 化学系事務室／研究室 (10名) １９階

機械系研究室 (30名) １８階

● 機械系事務室／研究室 (5名) １７階

機械系研究室／情報処理演習室／３Ｄﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ (20名) １６階

情報学部研究室 (20名) １５階

　・フロア確認の後、避難開始
・学科単位で低層階教室に収容、安否確認
・その後、体験型訓練（応急救護など）に参加

情報学部研究室 (20名) １５階

● 情報処理演習室／情報科学研究教育センター／事務 (50名) １４階

法人事務室　（緊急脱出・避難・救助セット） (20名) １３階

大学事務室　（AED，緊急脱出・避難・救助セット） (30名) １２階

学生相談室／健康相談室／教室／GE学部研究室 (40名) １１階

14階以上

11階以下

ＣＡＤ室／教室／学習支援ｾﾝﾀｰ (40名) １０階

建築設計室 ９階

８階 ファカルティクラブ 教室　（避難所：建築系） (140名) ８階

７階 食堂 （渡り廊下）教室　（避難所：電気系・情報学部） (180名) ７階

６階 教室（専門学校） 情報処理演習室（渡り廊下）教室 （避難所：化学系） (110名) ６階

中　層　棟

６階 教室（専門学校），情報処理演習室（渡り廊下）教室　（避難所：化学系） (110名) ６階

５階 （120名）教室，ｾｷｭｱｼｽﾃﾑﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ （渡り廊下）教室　（避難所：機械系） (180名) ５階

４階 専門学校事務室，ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ 教室　（避難所：GE学部）　（備蓄倉庫） (25名) ４階

３階 図書館 アーバンテックホール　（避難所：教職員，（来客者など (15名) ３階

２階 図書館　（緊急脱出・避難・救助セ （通路） 就職支援センター　（災害対策本部） (10名) ２階

１階 (20名) １階

Ｂ１階 (60名) Ｂ１階

木曜日4限目在館者数想定：約1300人

アトリューム　（備蓄倉庫）

警備室（ ⇄ 防災センター），生協売店，学生ホール，学習支援センター　（AED，緊急脱出・避難・救助セット：警備室）

超高層ビルの発災害対応型訓練：工学院大学(２９階)
（各フロア 各学科で災害対応→防災センタ 災対本部）（各フロア・各学科で災害対応→防災センター・災対本部）

発災対応訓練（負傷者対応）発災対応訓練（初期消火） 発災対応訓練（閉じ込め救助）

災害対策本部訓練（２階）防災センター対応訓練（地下）負傷者搬送訓練

発災対型応訓練 災害対策本部訓練 80



共助：新宿駅周辺地域における震災対策
2002年度 新宿区帰宅困難者対策推進協議会、報告書（2004）
2007年度 新宿駅周辺滞留者対策訓練協議会、訓練実施（2008）
2009年度 新宿駅周辺防災対策協議会へ改称・訓練実施
2010年度 東口・西口地域地震防災訓練実行委員会・訓練実施
2011年度 東日本大震災の教訓、講習会・訓練を実施

新宿西口地域防災サミット：企業等の経営層と区との懇談会新宿西口地域防災サミット：企業等の経営層と区との懇談会
□滞留者に関する情報共有と避難場所への誘導（2008年度まで）
□事業者の応急活動・業務復旧活動の拠点（2009年度以降）
□駅周辺地域での多数傷病者への対応（2010年度）□駅周辺地域での多数傷病者への対応（2010年度）
□帰宅困難者・多数傷病者への対応、現地本部連絡体制改善（2011年度）

西口地域防災対策研究会・西口地域応急救護研究会
現地本部（西口 工学院大学 東口 新宿区役所分庁舎）現地本部（西口：工学院大学、東口：新宿区役所分庁舎）
→新宿ルール（公助、共助、自助）策定、訓練の実施・見直し

協議会構成員（2012）：新宿区（事務局）、
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議 構 員 、
日本赤十字（座長）、工学院大学（副座
長）、新宿大通商店会（副座長）、ホテル、
集客施設、超高層ビル、学校、鉄道機関、
運輸 輸送機関 医療機関 ライフライン運輸・輸送機関、医療機関、ライフライン
機関、郵便局、警察署、消防署、国土交
通省、環境省、東京都（オブザーバー） 2007年度（滞留者誘導） 2008年度（情報共有）

新宿駅西口地域での発災対応型訓練
工学院大学が地域防災拠点（現地本部・一時滞在施設・・）工学院大学が地域防災拠点（現地本部 時滞在施設 ）
共助訓練（ボランティア派遣・新宿駅西口現地本部・地域応急救護所）

トリアージ訓練(地元医師) 応急救護(医師・ボランティア) 情報共有(ボランティア)

トリアージ訓練

救護ボランティア(住友ビル) 建物安全性確認（工学院大） 西口現地本部(工学院大)
82今年度は2013年11月7日に実施（傷病者・建物被害対応など）

課題（久田担当分）

１ 過去の主要な地震災害（1923年関東大震災 1995年１．過去の主要な地震災害（1923年関東大震災、1995年
阪神・淡路大震災、2011東日本大震災など）をいくつか
選び その特徴と学んだ点を各自文献等を調べてまと選び、その特徴と学んだ点を各自文献等を調べてまと
めよ。

３ 講義（久田担当）を受講した感想を述べ さらにこれか３．講義（久田担当）を受講した感想を述べ、さらにこれか
ら4年間で自分が地震防災に寄与できると思うことをま
とめよ。とめよ。

• 文章は、ワープロソフト（Wordなど）を用いて書き、A4用
紙にプリントして提出。紙にプリントして提出。

• 提出：来週の12/20（金）・１５時まで（３階連絡事務室）


